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三菱東京フィナンシャル・グループからの資本受入について 
 

 

本日、株式会社UFJホールディングス（取締役社長 玉越
たまこし

良介
りょうすけ

）は、株式会社三菱東京フィナ

ンシャル･グループ（取締役社長 畔柳
くろやなぎ

信雄
の ぶ お

）との間において「資本増強に関する協定書」を締

結し、株式会社 UFJ 銀行（頭取 沖原
おきはら

隆
たか

宗
むね

）が本年９月２９日以前の日を払込期日として発行す

る総額７，０００億円の優先株式を、三菱東京フィナンシャル・グループが一括して引き受けるこ

とで合意いたしました。 

 

ＵＦＪグループは、不良債権比率を今年度中に３％台に圧縮するとの目標達成に向け、お取

引先企業の再建・再生等の取り組みを進めてまいりました。これにともない与信関連費用が追

加発生することを主因として、ＵＦＪ銀行は今年度中間期において７，５００億円の当期損失を計

上することを予想しておりますが1、三菱東京フィナンシャル・グループからの資本受入により、９

月末において８％を超える自己資本比率を確保できる見込みです。 

 

この資本増強は、「資本増強に関する協定書」において合意したとおり、両グループの経営統

合を前提とし、経営統合の趣旨を実現し、経営統合の効果を最大化することをめざすものです。

今後、両グループは、資本増強に関する今般の合意を踏まえ、本年８月１２日付の経営統合に

関する「基本合意書」に基づき、平成１７年１０月１日を目処とする持株会社、普通銀行、信託銀

行、証券会社の経営統合に向けて協議を進めてまいります。 

 

 

                                                 
1 詳細は、本日付リリース「平成１７年３月期業績予想および連結業績予想の修正並びに平成１７年３月期配当予想
の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 



１．資本増強の概要2 

 

・ 発行会社：  株式会社 UFJ 銀行 

・ 発行の方法：  第三者割当 

・ 割当先：  株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ 

・ 発行価額の総額： ７，０００億円 

・ 払込期日：  平成１６年９月２９日以前の日 

 

 

２．決定に至るまでの検討内容 

 

当社は、三菱東京フィナンシャル・グループとの間において、本年８月１１日付「資本増強合意

書」を締結した後、増資の条件を含む経営統合全般につき、中長期にわたる株主価値向上の観

点から検討を重ねてまいりました。 

また、当社は、株式会社三井住友フィナンシャルグループより、資本増強への協力を含む経

営統合の提案を受領いたしておりますが、これにつきましても、当社のファイナンシャル・アドバ

イザーとして選定したメリルリンチ日本証券株式会社およびＪ．Ｐ．モルガン証券会社を含む外部

の専門家を交え、慎重に検討を実施してまいりました。 

その結果、以下の検討結果を踏まえ、三菱東京フィナンシャル・グループからの資本受入を決

定いたしました。 

 

（１） 統合比率 

当社は、三菱東京フィナンシャル・グループとの間において、統合比率の考え方に関する協

議を重ねるとともに、ファイナンシャル・アドバイザー等独立した第三者を交えて検討しており

ます。統合比率は、相互に行われるデューデリジェンスの結果等を踏まえて決定されることか

ら、現段階において未確定の数字を具体的にお示しすることはできませんが、ファイナンシャ

ル・アドバイザーの助言を得つつ、当社が妥当と判断し得る水準にて合意に達することは、十

分に可能であると強く信じております。 

また、当社は、三井住友フィナンシャルグループより統合比率を「１対１」とする経営統合の

提案を受領いたしており、これについてもファイナンシャル・アドバイザー等を交えて慎重に検

討を進めてまいりました。現在の株価のみで比較した場合、三井住友フィナンシャルグループ

によって提示された統合比率には相応のプレミアムが認められますが、前提条件、及び分析

手法次第では、異なる結果が導き出されるとの結論に至りました。現時点で、当社が三菱東

京フィナンシャル・グループとの間において合意可能と考えている統合比率の水準は、三井住

                                                 
2 詳細は、本日付リリース「三菱東京フィナンシャル・グループによるＵＦＪグループへの資本増強への協力について」
をご参照ください。 



友フィナンシャルグループによる提案内容と遜色ないものとなり得ると強く信じております。 

 

（２） 増資の確実性 

当社では、現在の財務状況に鑑み、本年９月末までにＵＦＪ銀行の増資を完了させ、必要な

自己資本を確保することが、株主価値を維持するうえでの最重要課題であると認識しておりま

す。三菱東京フィナンシャル・グループによる増資引受につきましては、引受け条件の詳細な

最終合意に至っていること、海外において必要とされる当局関係の手続きの進捗、デューデリ

ジェンスの実行等をはじめ、確実に増資を実行するために必要な全ての準備を着実に進めて

きていることなどから、実現の確度が極めて高いと判断いたしました。 

一方、当社は三井住友フィナンシャルグループからも、９月末までに増資に応じる準備があ

る旨の詳細な提案を受けております。しかしながら、準備に費やせる期間が極端に短く、何ら

かの不測の事態が発生した場合において、その対応に懸念が残ると判断しております。 

 

（３） 財務面・資産の健全性 

当社は、財務面・資産の健全性の観点において、三菱東京フィナンシャル・グループが三井

住友フィナンシャルグループに比して優位にあるものと認識しております。 

 

（不良債権残高・比率は平成１６年６月末、繰延税金資産は同３月末） 

 三菱東京ＦＧ 三井住友ＦＧ UFJHD 

不良債権残高（傘下銀行単体） 

（不良債権比率） 

１２，８９２億円 

（２．６％） 

２７，５５２億円 

（５．０％） 

４６，２４６億円 

（１０．２％） 

繰延税金資産純額（連結） 

（Ｔｉｅｒ１資本に占める割合） 

６，５５５億円 

（１６．９％） 

１６，６６４億円 

（４６．６％） 

１３，９５７億円 

（６４．１％） 

 

① 不良債権の状況 

本年６月末の不良債権残高（比率）（傘下銀行単体）は、三菱東京フィナンシャル・グループ

の１兆２，８９２億円（２．６％）に対し、三井住友フィナンシャルグループは２兆７，５５２億

円（５．０％）と高止まっております。昨年度、三井住友フィナンシャルグループが８，０３４

億円と高水準の与信関連費用（傘下銀行単体）を計上する一方で、三菱東京フィナンシャル・

グループはネットで引当を戻入れており（与信関連費用▲１，３１７億円）、いち早く不良債

権問題からの脱却を果たしているものと理解しております。 

当グループは、今年度中に不良債権比率を３％台に圧縮するとの経営目標を掲げ、そ

の達成に向けて全力を上げております。三菱東京フィナンシャル・グループとの統合が実

現した場合、不良債権問題から解放され、前向きの事業展開へと経営の軸足を大きく移

し、新たなスタートを直ちに切ることができると考えております。 

 



② 繰延税金資産 

本年３月末における繰延税金資産残高（連結）と、そのＴｉｅｒ１資本に占める割合は、三菱

東京フィナンシャル・グループの６，５５５億円（１６．９％）に対し、三井住友フィナンシャル

グループは１６，６６４億円（４６．６％）であり、資本の質の観点では三菱東京フィナンシャ

ル・グループが大きく優位にあると考えられます。 

 

（４） 公的資金の早期返済 

当社は、優先株式の形態によって１．４兆円の公的資金を受けております。これに対し、三

菱東京フィナンシャル・グループは、現時点において公的資金を受けていないことに加え、本

年３月末時点にて１．５兆円の連結利益剰余金を保持しています。したがって、三菱東京フィ

ナンシャル・グループと統合した場合には、優先株式を早期に買入消却することなどにより、

潜在株式数を減少させ、１株当たり利益（希薄化後）の増加を図るなど、株主価値向上に資す

る資本政策を採りうる余地が大きくなります。 

一方、三井住友フィナンシャルグループは１．３兆円の公的資金優先株式を受けており、当

社分との合計額に見合う剰余金を蓄積するには、相応の時間を要することが見込まれます。

さらには、優先株式の一斉転換期日が平成２０、２１年度に集中して到来することなどから、買

入消却に際して再調達が必要となり、これが株主価値にマイナス影響を及ぼす可能性が高い

ものと考えられます。 

（平成１６年３月末） 

 三菱東京ＦＧ 三井住友ＦＧ UFJHD 

公的資金優先株式残高 － １３，０１０億円 １４，０００億円 

利益剰余金残高（連結） １５，０６５億円 ６，１１１億円 ▲７，６０５億円 

 

（５） 統合効果 

当社では、三菱東京フィナンシャル・グループ、三井住友フィナンシャルグループのそれぞ

れと経営統合したとの仮定のもと、期待できる経費削減効果について独自に試算いたしてお

ります。どちらの場合においても、国内外における店舗統廃合、本部・店舗統廃合にともなう

人員削減、システム統合等により、同程度の経費削減を見込めると判断いたしております。 

また、当グループと三菱東京フィナンシャル・グループは、機能面ならびに地理的に強い補

完関係にあります。それぞれの強みを融合することにより、グローバルネットワークを活用し

た顧客の海外進出支援、より一層強化された総合金融機能など、一段と優れたサービスを、

三大都市圏にバランスよく広がる顧客基盤に提供することが可能となります。したがって、強

みの比較的似通っている三井住友フィナンシャルグループとの統合に比して、粗利拡大面に

おけるより大きなプラス効果が期待されます。 

 

以 上 


